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いる 1)。 
また 2014 年版 7 月の「中小企業白書」では、近年、起業を希望する者である「起業希望




























・2015 年平均の完全失業率は 3.4％と，前年に比べ 0.2 ポイント低下（５年連続の低下）  
完全失業者は 222 万人と 14 万人減少（６年連続の減少） 
・2015 年平均の就業者は 6376 万人と，前年に比べ 25 万人増加（３年連続の増加） 
・2015 年平均の就業率は 57.6％と，前年に比べ 0.3 ポイント上昇（３年連続の上昇） 
・2015 年平均の正規の職員・従業員は 3313 万人と，前年に比べ 26 万人増加（８年ぶりの 
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増加）。非正規の職員・従業員は 1980 万人と 18 万人増加（６年連続の増加） 






フライ研究員がともに著した『THE FUTURE OF EMPLOYMENT: HOW SUSCEPTIBLE ARE JOBS TO 
COMPUTERISATION?』では、「機械によって代わられる人間の仕事は非常に多岐にわたる。私
は、米国労働省のデータに基づいて、702 の職種が今後どれだけコンピューター技術によっ





















は、小学生のころから活発に行われている。例えば、NFTE（National Foundation For 
Teaching Entrepreneurship）や、Junior Achievement がある。 
NFTE は、1987 年にニューヨークで設立され、低所得者の 11～18 歳くらいの子どもを対
象とした教育プログラムを実施している。起業に必要なビジネススキルや信念、態度を若
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民間団体として、NFTE UK があり、1987 年に設立された。起業家育成プログラムの開発、
プログラムを運営する教師の育成、教育環境の整備を行っている。主に 14～18 歳を対象に
実施している。また教師を対象としたプログラムでは、教育改革を目的としたリーダーシッ














れを受けて、州ごとに委託先の公募を行い、民間企業や NPO に直接の実施を任せている。 
4)フィンランド 






や国立教育研究所(National Board of Education)では、事例や教材、情報などが掲載され
ており、教員は随時参考にすることができるようになっている。 
バックアップ団体としては、フィンランド企業連盟（Federation of Finnish Enterprises）
















デン全土、24 の県のすべてに 1 つずつ支部がある。若者企業活動を提供するプログラム「UF
－aret」の目的は、高校生の自発的活動を促すことであり、自己効力感（自分の人生は自
分で左右できる）という感覚を持たせることが目的であり、必ずしも創業を目的としたも


























































































て、その 4 つ目を「4 つ目は、ニート（無業者）の増加が問題となっていますが、働くこ
との意味、お金を稼ぐことの大変さ、働くことの楽しさについて、学校での幅広い取り組




































































業家精神に関する調査」報告書平成 26 年 3 月（以下、単に「報告書」という）を基に、日
本の起業活動の状況を把握する。 
1)世界各国と日本の TEA（Total Entrepreneurship Activity：起業活動率）の比較 
下記の図表 1 は 67 ヶ国あるが、日本の TEA は、3.7％となっており、非常に低い位置で
ある。最低水準である。 
図表１ 世界各国の TEA 












































 下記の図表 4 から、日本では、起業をする人が少ないという事実と同時に、起業活動（新
しく事業を始めること）をしている人を知っている人も少ない。 
図表 4 起業家活動浸透（ロールモデル）指数 
（資料）同報告書 P.19 図表 3.2 
 
5)世界各国と日本の起業に失敗に対する恐れの比較 
 下記の図表 5 から日本の失敗脅威指数は、年々上昇傾向が伺える。 
図表 5 失敗脅威指数の推移 
（資料）同報告書 P.21 図表 3.5 
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6)世界各国と日本の事業機会の認識の比較 
 下記の図表 6 から、日本は 2006 年辺りから年々減少してきており、他国より低い位置に
ある。 
図表 6 事業機会認識指数の推移 
（資料）同報告書 P.23 図表 3.7 
 
7)世界各国と日本の知識・能力・知識の比較 
 下記の図表 7 から、日本は、他国に比べ、知識・能力・経験指数が低い。 
図表 7 知識・能力・経験指数の推移 

































































 次稿以降の展望として、上述のとおり、第 2 章においては、起業家へのヒアリング調査

































図 1 本プログラム実践の概念図 
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